
 

 

 

 

R 氏 名 前山 和喜 

  

学位（専攻分野） 博士（文学） 

 

学 位 記 番 号 総研大甲第 2636 号 

  

学位授与の日付 2026 年 3 月 24 日 

 

学位授与の要件 文化科学研究科 日本歴史研究専攻 

 学位規則第６条第１項該当 

 

学 位 論 文 題 目 日本における黎明期の電子計算機の成立と受容 

――「計算実践の変容」と「計算センターの形成」―― 

 

論 文 審 査 委 員 主  査 後藤 真 

日本歴史研究コース 准教授 

  鈴木 卓治 

日本歴史研究コース 教授 

  山田 奨治 

国際日本研究コース 教授 

  有賀 暢迪 

一橋大学 言語社会研究科 准教授 

  橋本 雄太 

国立歴史民俗博物館 准教授 

   

   

   

 









Results of the Doctoral Thesis Defense 

博士論文審査結果 
Name in Full 
氏 名  前山 和喜 
 
T i t l e  
論文題目  日本における黎明期の電子計算機の成立と受容 

――「計算実践の変容」と「計算センターの形成」―― 
 

本論文の位置付けと概要 

前山氏の学位申請論文「日本における黎明期の電子計算機の成立と受容――「計算実践の変容」

と「計算センターの形成」――」は、日本における黎明期（1946年〜1968年）のコンピュータの受

容史を論じたものである。「コンピュータの受容史」という表現が用いられているが、著者の究極の

目標は「日本計算史」の確立（8.4節）にあり、コンピュータは数ある計算器具・計算機械の一種と

して位置づけられている。その点は、「計算キ」という表現（2.1.3項）にも象徴的に示されている。 
本論文の主眼は、社会の変化や要請に対して、コンピュータの登場がどのように適合し、受け入

れられていったのかを明らかにすることにある。すなわち、黎明期のコンピュータを通じて、日本

社会のあり方を読み解くことが目的であるとも言える。本論文は、単なるコンピュータ受容や技術

開発の研究にとどまらず、既存の社会構造や特性を前提としつつ、受容のあり方そのものを描き出

している点に特徴がある。おおむねの構成は以下の通りである。 

第1章「計算と計算機 ―Calculation と Computation―」では、日本における黎明期のコンピュ

ータ受容史を論じるための理論的枠組みが提示されている。著者は、日本語における「計算」の多

義性や、「計算機」「計算器」といった用語の揺れに着目し、それらが歴史的に変化してきたこと

を指摘する。その整理のために、「Calculation（個人的・職人的な計算）」と「Computation（機

械的・組織的な計算）」という対概念を導入するとともに、日本におけるコンピュータ受容を、計

算リテラシから計算サービスへの変容として捉える視座を示している。 

第2章「日本における計算行為の変容 ―リテラシとしての計算―」では、電子計算機導入以前の

日本社会において、計算が主として個人の技能として実践されてきた過程が分析されている。近世

の和算や算額に象徴されるように、計算は知的卓越性を示す営みとして位置づけられ、近代以降も

その傾向が持続したとされる。一方で、事務労働への組み込みや女性計算員の雇用を通じて、計算

が専門職として分業化され、依頼に応じて結果を返すという「サービス化」の萌芽が形成されてい

たことも示されている。 

第3章「日本における計算センターの成立 ―サービスによる計算―」では、計算が個人の技能か

ら組織的サービスへと転換する過程が論じられている。電子計算機の登場により、計算の主体は個

人から計算センターという専門組織へと移行し、「依頼」と「受領」による分業体制が確立したこ

とが、計算行為を社会的サービスとして客観化する重要な契機であったとされる。 

第4章「計算の専門家と計算キの専門家」では、パンチカードシステム（PCS）を起点とする事務

機械化の流れの中で、電子計算機が当初は高速な統計機として受容され、次第に汎用的な計算基盤

へと位置づけを変えていった過程が論じられる。また、情報処理技術者試験の創設を通じて専門職

が制度的に形成されたことや、計算労働におけるジェンダー観の変容にも言及されている。 

第5章「学術研究基盤としての電子計算機と情報処理の思想」では、大学における電子計算機の制
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度化と情報処理概念の拡張が扱われている。京都大学KDC-Iにおける利用者主体の運営や、工学院大

学KOPAC-1に見られる模倣とソフトウェア再利用の戦略を通じて、研究基盤としての利用環境整備が

進んだことが示される。さらに、東京大学大型計算機センターの成立により、電子計算機が全国共

同利用のサービスとして位置づけられたことや、計算が数値処理から情報処理へと再定義された過

程が論じられている。 

第6章「科学技術のための計算」では、気象予報と超高層建築を事例に、電子計算機が科学的実践

と社会的意思決定をいかに変容させたかが検討されている。気象学では、経験則に基づく予報から

数値予報への転換が描かれ、その前提として観測データの規格化と自動化が進められていたことが

指摘される。一方、超高層建築では、霞が関ビル建設を契機に動的耐震設計が導入され、計算結果

が建築物の安全性を社会に対して「保証」する根拠として機能したと分析されている。著者はこれ

らを、「予測のための計算」と「保証のための計算」として対比している。 

第7章「日本における計算に関する史料論」では、日本のコンピューティング史研究が直面する史

料保存と方法論上の課題が論じられている。専門的アーカイブズが存在しない状況の下で、灰色文

献やエフェメラ資料への依存が避けられないこと、さらに散逸した「不在史料」を考慮しなければ

成功事例に偏った歴史叙述に陥る危険があることが指摘されている。 

第8章「コンピュータが電子計算機と呼ばれた時代」では、本研究の総括として、日本におけるコ

ンピュータ受容が、個人の技能としての計算から、組織的なサービスとしての計算へと変容した過

程であったと結論づけられている。この変化は「Calculation」から「Computation」への思考様式

の転換として整理され、現代のパーソナル・コンピュータやスマートフォンは、計算センターへの

「依頼と受領」を日常化・遍在化させる装置であると展望されている。 

 

本論文の意義と課題 

本論文の意義は以下のようにまとめられる。 

・日本におけるコンピュータ受容黎明期の研究として、まとまった成果を提示したものと位置づ

けられる。従来、日本のコンピュータ史は、当事者による回顧や、個別機器の開発史・導入史を中

心とした記述が多かったが、本論文は電子計算機の受容を、「計算実践の変容」と「計算センター

の形成」という社会的過程として捉えている点に、とりわけ歴史研究としての意義が認められる。

さらには、コンピュータを特別視せず、日本における「計算」の歴史の中に位置づけ、「日本計算

史」の構築を視野に入れている。この視点により、技術的細部に偏ることなく、計算という行為が

日本社会の中でどのように実践され、変容してきたのかが、広い射程で論じられている。 

・計算センターという制度に注目し、その成立過程や運営の実際を具体的事例に即して検討して

いる点も、本論文の主要な貢献の一つである。第3章で扱われる富士電算機計算所や日本電子計算セ

ンター、第5章で論じられる京都大学電子計算機室および東京大学大型計算機センターの分析から

は、1946年から1968年にかけての時期において、電子計算機の「利用」が、計算を依頼し結果を受

け取るという形態をとることが一般的であったことが示されている。この点は、「サービスとして

の計算」という著者の視点を具体的に裏づけるものといえる。 

また、第7章において、日本におけるコンピュータ関連資料の保存状況について検討し、資料の散

逸や廃棄が進んでいる現状を踏まえつつ、「灰色文献」やエフェメラ資料、「不在史料」をめぐる

問題を論じた点は重要である。専門的なアーカイブズが整備されていない状況において、こうした



論点を明示した点は、見落とされがちな近現代資料の保全と継承に重要な一石を投じたと評価して

よい。 

一方で、以下のような課題も見受けられる。 

最初に指摘すべきは、著者が英語由来のコンピューティング史ではなく、日本語の「計算」に立

脚した「日本計算史」の構築を掲げているにもかかわらず、本論文全体を通じて「計算」とは何を

指すのかを明確に定義しきれなかった点にある。著者は２章において「計算」と訳されうる英語表

現を列挙し、とりわけ「Calculation」と「Computation」の意味内容が日本語では区別されていな

いことを強調する。しかし、この二つを包含する「計算」という概念が、本論文においてどの範囲

の行為や実践を指すのかについては、十分な説明が与えられていない。また、英語概念を整理の基

準とすること自体の妥当性や、「計算器」「計算機」「計算キ」といった用語整理については、そ

の必然性自体に疑問がある。とくに「器」と「機」の区別を試みながら、最終的には境界設定に限

界があるとして説明しきれなかった点（2.1.2）は、概念整理として成功しているとは評価できない

部分である。 

この概念の不明確さは、「計算実践の変容」を「リテラシからサービスへ」と要約する本論文の

中心的主張にも影響している。本論文が対象とする1946年から1968年の時期において、計算が個人

のリテラシからサービスへと移行したと一般化できるという点が、明確には説明しきれていない。

計算センターを利用できたのは、産業界や学術界のごく一部に限られており、日本社会の大多数に

とって計算は依然として個人的リテラシの問題であり続けたのではないかという疑問も残る。この

課題については、公開発表会における質疑において、一定程度明らかにできたものの、全体の事実

関係の叙述に鑑みると、「戦後日本におけるサービスとしての計算の出現」に主題を限定すること

で、主張がより明確にできたのではないかと考えられる。 

さらに、本論文は海外の先行研究、とりわけ米国を中心とする計算実践の歴史との接続が弱い点

も課題となる。計算サービスという形態や、女性計算員の役割は日本固有の現象ではなく、海外で

も広く展開していた。そのような中で、日本の特性を明確に示すには、日本の事例の特殊性と普遍

性を国際比較の中で位置づけるとともに、海外の事例との差異を明確に記述すべきであった。 

本論文では先行研究や史料論が分散して配置され、各章に導入的説明が欠けているため、読者は

論文全体の見取り図を把握しにくい。また、不要と思われるエピソードや論理の飛躍、説明不足が

見られ、少数の事例から一般化する議論（2.3.2など）が存在したことも指摘せざるを得ない。意欲

的かつ独自性の高い論文であるがゆえに、概念と論点を整理し、着実なステップを踏むような記述

を行って欲しかった。本論文が提示する史実と論点それ自体は多くの可能性を秘めていると考えら

れるため、さらなる飛躍を強く望むものである。 

以上のような課題があるものの、黎明期のコンピュータを日本社会の中に位置づけ、「計算実

践」という観点から再構成しようとする試みや、近現代資料の中でも特に残存状況の悪い分野につ

いて博捜して展開した点は評価できる。欧米圏での展開まで視野に入れた科学技術史分野の成果と

しては学界内の評価を含めてさらなるブラッシュアップを望む必要があるものの、日本史学・歴史

学の新たな可能性、ひいては現代資料の課題を示したという点で、意義深い成果を持った論文であ

るとの判定に至った。 

 以上の理由により、審査委員会は、本論文が学位の授与に値すると判断した。 




